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令和元年度　財務書類に関する情報①
人口 80,942 人(R2.1.1現在） 職員数（一般職員等） 794 人

団体名 兵庫県豊岡市 面積 697.55 ㎢ 実質赤字比率 － ％ 附属明細書 注記 固定資産台帳

標準財政規模 27,556,995 千円 連結実質赤字比率 － ％ ○ ○ ×

団体コード 282090 類似団体区分 都市Ⅱ－３ 実質公債費率 13.3 ％

将来負担比率 74.5 ％

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
資産 184,688 178,728 176,319 173,752 純経常行政コスト 38,983 37,614 37,182 37,855

負債 68,090 65,062 62,602 59,210 純行政コスト 39,070 37,859 38,053 39,740

資産 309,602 301,765 298,097 294,059 純経常行政コスト 57,823 59,184 57,017 57,941

負債 174,339 168,159 163,084 156,331 純行政コスト 57,841 59,546 58,068 59,892

資産 344,235 335,424 330,411 323,523 純経常行政コスト 67,103 66,129 64,543 65,424

負債 199,796 194,562 189,174 181,131 純行政コスト 67,132 66,467 65,719 67,350

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
△ 303 846 △ 62 △ 802 業務活動収支 4,785 5,627 5,303 4,685

13,023 △ 2,838 51 825 投資活動収支 △ 4,350 △ 1,589 △ 1,717 △ 2,568

116,599 113,666 113,716 114,542 財務活動収支 △ 236 △ 4,347 △ 2,713 △ 2,744

491 2,068 1,262 1,058 業務活動収支 8,757 9,856 9,499 8,375

14,157 △ 1,641 1,407 2,715 投資活動収支 △ 5,340 △ 2,671 △ 2,813 △ 4,491

135,263 133,606 135,013 137,729 財務活動収支 △ 2,754 △ 6,721 △ 4,873 △ 4,607

120 767 19 252 業務活動収支 10,329 9,933 8,664

14,769 △ 3,753 374 1,155 投資活動収支 △ 3,549 △ 3,102 △ 4,057

144,439 140,863 141,237 142,392 財務活動収支 △ 6,266 △ 4,969 △ 5,397

附属明細書・注記・固定資産台帳の公表状況

一般会計等 一般会計等

全体 全体

連結 連結

分析： 分析：
　一般会計等は、資産総額が前年度から2,567百万円の減少（－1.5％）となった。施設の経年で減価償却累計額が積みあがったことや不用財産（主に土地）の売却等によ
る資産の減少が見られる。負債総額は前年度から3,392百万円の減少（－5.4％）となっている。金額の変動が大きいものは地方債（固定負債）であり、積極的な繰り上げ償
還や地方債発行額の抑制に努めたことによるものである。
　公営企業会計等を加えた全体は、資産総額が4,038百万円の減少（－1.4％）となっている。固定資産は減価償却によるもの、流動資産は現金預金の減少によるものとみ
られる。その一方で、固定資産の基金（減債・その他）は増加している。負債総額については地方債の減少が主な理由となり、6,753百万円の減少（－4.1％）となっている。
　豊岡病院組合や第三セクター等を加えた連結は、資産総額が6,888百万円の減少（－2.1％）となっている。負債総額については8,043百万円の減少（－4.3％）となってい
る。

　一般会計等は、純経常行政コストが前年度から673百万円の増加（+1.8％）となっており、純行政コストも1,687百万円増加（+4.4％）している。
　全体は、純経常行政コストが前年度から924百万円の増加（+1.6％）となった。金額の変動が大きいものは移転費用（758百万円、前年度比+2.2％）である。
　連結は、純経常行政コストが前年度から881百万円の増加（+1.4％）となった。金額の変動が大きいものは移転費用（1,070百万円、前年度比+2.8％）である。
　一般会計等において、補助金等が純行政コストに占める割合が23.6％となっている。昨年度は24.9％で少し減少しているものの依然として割合としては高い。公立
豊岡病院組合、兵庫県後期高齢者医療広域連合、下水道事業会計への負担金が多額になっていることによるものと考えられる。
　このため、下水道事業については経営健全化に向けた取組を進めるとともに、その他の関連団体への補助金等についても行財政改革大綱に基いて、引き続き整
理合理化を進める必要がある。

一般会計等

本年度差額

一般会計等本年度純資産変動額

純資産残高

連結

本年度差額

連結本年度純資産変動額

純資産残高

全体

本年度差額

全体本年度純資産変動額

純資産残高

　一般会計等は、純行政コスト（39,740百万円）が財源（38,938百万円）を上回ったことから、本年度差額は△802百万円となったものの、無償所管換（調査判明による財産
含む）等により、純資産残高は825百万円増加した。
　全体では、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計等の国民健康保険税や介護保険料が税収等に含まれることから、一般会計等と比べて財源が22,012百万円多く
なっている。本年度差額は1,058百万円となり、純資産残高は2,715百万円増加した。
　連結では、兵庫県後期高齢者医療広域連合への国県等補助金等が含まれることから、一般会計等に比べて財源が28,664百万円多くなっており、本年度差額は252百万
円で純資産残高は1,155百万円増加した。
　総じて、純行政コストは前年より増加しているものの、財源等が増加したこと等から、純資産は前年比増となっている。

　一般会計等は、業務活動収支は4,685百万円（前年度比-11.7％）であった。業務収入が（前年度39,870百万円→今年度40,427百万円）増加した一方で物件費支出
の増加（前年度6,820百万円→今年度7,462百万円）等による業務支出の増加（前年度33,869百万円→今年度35,133百万円）によることが主な要因とみられる。財務
活動収支については、地方債の償還を積極的に行い、地方債発行収入を上回ったことから、△2,744百万円となっている。
　全体では、介護保険特別会計等の保険料が税収等収入に含まれること、水道料金等の使用料及び手数料収入があることから、業務活動収支は一般会計等より
3,690百万円多くなっている。財務活動収支は、地方債等の発行収入が増加（前年度5,642百万円→今年度6,084百万円）したものの、地方債償還支出も増加（前年
度10,515百万円→今年度10,691百万円）していることから△4,607百万円となっている。
　連結会計において、本年度の現金預金残高は9,045百万円（昨年度9,826百万円　△781百万円）となっており、地方債の償還を積極的に進めながら、健全な経営
に努めていきたい。

分析： 分析：
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令和元年度　財務書類に関する情報②（一般会計等に係る指標）

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
18,468,812 17,872,788 17,631,874 17,375,157 184,688 178,728 176,319 173,752 142,953 150,635 155,605 158,466

83,936 83,174 82,037 80,942 50,267 56,145 47,144 48,720 241,246 242,552 244,823 244,756

220.0 214.9 214.9 214.7 3.67 3.18 3.74 3.57 59.3 62.1 63.6 64.7

151.2 142.1 142.8 146.0 3.94 3.59 3.67 3.59 60.3 61.6 60.8 61.6

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
116,599 113,666 113,716 114,542 44,967 41,878 38,910 36,012 3,906,967 3,785,860 3,805,337 3,974,010

184,688 178,728 176,319 173,752 157,481 151,457 148,555 146,422 83,936 83,174 82,037 80,942

63.1 63.6 64.5 65.9 28.6 27.7 26.2 24.6 46.5 45.5 46.4 49.1

72.4 71.0 71.6 71.7 14.6 15.3 15.0 15.3 31.2 31.7 31.8 33.1

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
6,808,963 6,506,232 6,260,225 5,920,985 5,351 6,120 5,721 5,037 3,012 2,150 2,211 2,093

83,936 83,174 82,037 80,942 △ 2,520 △ 2,647 △ 2,400 △ 2,792 41,995 39,764 39,393 39,949

81.1 78.2 76.3 73.2 2,831 3,473 3,321 2,245 7.2 5.4 5.6 5.2

41.7 41.3 40.5 41.3 329.6 172.8 390.3 383.4 4.7 4.6 4.6 4.5

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

　※各表に記載の類似団体関連の数値は、各年度の調査で回答のあった団体に関するもの。

分析欄：

１．資産の状況

　住民一人当たり資産額は、合併前に旧市町毎に整備した公
共施設があるため、保有する施設数が非合併団体よりも多く、
類似団体平均を上回っている。また、資産、人口とも減少してい
ること等から当該値は横ばいである。
　歳入額対資産比率は資産合計は減少、歳入総額は増加した
ことから、類似団体平均値を下回る結果となっている。
　有形固定資産減価償却率は類似団体平均値を若干上回って
いる。
　将来の公共施設等の修繕や更新等に係る財政負担を軽減す
るため、公共施設等総合管理計画（2016年策定、2018年改定）
に基づき、2020年度に実施している地域デザイン懇談会（概ね
旧市町単位における公共施設のあり方等について地域と協働
して検討する会議体）の結果も踏まえながら、公共施設等の集
約化・複合化を進めるなどにより、施設保有量の適正化に取り
組む。

資産合計 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

２．資産と負債の比率

　純資産比率は類似団体平均を下回っている。施設の老朽化
が進んではいるものの、無償所管換（調査判明による財産含
む）により前年度末と比較して1.4ポイントの増加となった。
　将来世代負担比率が類似団体平均を上回っている。これは、
合併市町の地方債を引き継いだことで、非合併団体よりも地方
債残高が膨らんだことが影響している。今後も引き続き地方債
残高の縮小に努めていく。

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

　純行政コストが前年度より増加している。これは前年度より経
常費用の増加及び経常収益の減少の他、建物の除売却損によ
る臨時損失の増加（前年度836百万円→今年度1,913百万円）加
等によるものである。住民一人当たり行政コストは類似団体平
均を上回っている。最も金額が大きいのは移転費用の補助金
等（9,388百万円）であり、補助金等が経常費用に占める割合が
23.5％に達している。公立豊岡病院組合、兵庫県後期高齢者医
療広域連合、下水道事業会計等への負担金が多額になってい
ることによるものと考えられる。
　このため、下水道事業については経営健全化に向けた取組を
進めるとともに、その他の関連団体への補助金等についても行
財政改革大綱に基づき整理合理化を進める必要がある。

　受益者負担比率は、前年度と比べて経常費用は増加し、経常
収益は減少している。類似団体平均を上回っており、前年度と
比較して0.4ポイントの減少となっている。
　今後、老朽化がさらに進む公共施設等の在り方と適正な使用
料の設定についても検討しつつ、財政健全化を進めていきた
い。

４．負債の状況

　住民一人当たり負債額が類似団体平均を上回っている。前年
度末と比較して3.1万円減少したものの、依然として高い水準を
維持している。引き続き地方債残高の縮小に努める。
　基礎的財政収支は、業務活動収支の黒字分が投資活動収支
の赤字分を上回ったため、2,245百万円となっている。類似団体
平均を上回っているものの、主要財源である地方交付税の減少
が見込まれることや、今後も公共施設整備等の維持管理の適
切な維持管理等も考慮しつつ、引き続き、これらの動向に十分
配慮しながら健全な財政運営を行う。負債合計 業務活動収支　※１ 経常収益

人口 投資活動収支　※２ 経常費用

当該値 当該値 当該値

類似団体平均値 類似団体平均値 類似団体平均値

５．受益者負担の状況
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